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研究機関：NIRA 自主研究〕

　近年、日本を中心とするアジア地域の

財政赤字の増加は大きな問題であり、加

えて、同地域の金融資本市場の構築が課

題となっている。

　慶應義塾大学と共同で行った本研究

では、日本とアジア地域の経済再生の方

途を探ることを目的に昨年東京で開催し

た二つのフォーラムの成果も踏まえて、

月 日の マーケットガバナンス

フォーラム」において、市場機能の活用

を基本として以下の提言を行った。

　日本経済の真の再生のためには、

①大量国債 公債発行への対処

②金融市場の育成 機能強化

③アジア債券市場の構築

④わが国金融業の再生

を積極的 有機的に結び付け、立法府

行政府 学界 経済界 市場実務家ら関

係者の連携によりタテ割り行政の弊害を

乗り越えて、全体としての再構築 構造

改革を進めることが必要である。

　それは、わが国の金融をはじめとした

もろもろの市場と社会のインフラが、世

界的な 制度間競争」を勝ち抜いていく

唯一の方法ともいえる。

　そして、ここに共通するキーワードは

①国際競争力の強化②市場機能の活用

③金融教育の改善④情報ネットワーク

の構築⑤金融機関の将来ビジョン策定、

である。

担当 犬飼重仁 主任研究員）

研究機関：NIRA 自主研究〕

　近年の北東アジア地域では、日中韓

カ国自由貿易協定 ）をはじめと

する経済開発プロジェクトの始動や多

国間協力事業の進展が見られる。このよ

うな北東アジア全体の持続可能な発展に

資する開発を今後どのように推進 展開

させていくべきか、現在そして将来に向

けた検証が必要である。つまり、総合開

発計画すなわちグランドデザイン構築の

必要性がますます高まっているといえよ

う。

　 では、同研究の第 フェーズに

おいて得た北東アジアのグランドデザイ

ン作成へのアプローチを背景に、インフ

ラ統合 フィジカル インテグレーショ

ン）およびクラスター ネットワーキン

グ方式などの基本的方針を軸に、経済を

中心とした地域統合の促進方策について

検討した。

　同地域の相互補完性やダイナミズムに

よってその促進を図り、政治的緊張の緩

和と地域安全保障の向上に資することは

もとより、各国共同によるグランドデザ

イン作成 実施のプロセスそのものが、

経済的共栄と平和のコミュニティ実現へ

のパイロット役を果たすものといえよう。

　本研究では、こうしたフラットな研

究や交流を通して、最終的には、北東

アジア地域における経済協力開発機構

）のような性格を持つ 経済と開

発に関する多国間協力調整機構」の構築

等を提言する。

担当 布川雄二 研究員）
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研究機関：NIRA 自主研究〕

　国際交流活動の必要性や意義は、今日

ますます高まりつつある。しかしながら

わが国では、国際的活動、特に文化交流

は、交流そのものに意味があると考えら

れ、具体的な成果についての検証と、そ

こから得られる学習効果は軽視される傾

向にあった。

　本研究では、今後の日本における国際

交流活動の育成 振興および支援方策に

ついての提言を目的とし、公益団体等が

実施する国際的な交流事業についてアン

ケートやヒアリング等の実態調査ととも

にその分析を行い、以下のような提言を

まとめた。

国際交流 文化交流における政府およ

び地方自治体の役割について、他団

体の育成を阻害していないか等を含

め、検討すべきである。

国際交流団体への評価プロセスの導入

のため、評価は経費の節約や削減の

ためでなく、改善、育成のためであ

るとの認識を啓もうすべきである。

文化交流政策の専門家育成のプロセ

ス確立が必要であり、将来的には大

学での学科設立が望まれる。当面は、

大学、非営利団体等で実務研修を伴

う講座を開設し、受講生に専門家と

して国際交流の場で活躍できる道を

開くべきである。

　 担当 嶋崎明寛 研究員）

研究期間：2003.4～2004.3

研究機関：㈶福岡都市科学研究所

（福岡県）

　本研究では 事故防止における患者の

役割」に着目し、九州の主要な医療機関

に対する実践例調査、市立福岡市民病院

におけるアンケート調査などを行い、医

療現場における事故防止 安全管理の取

り組みについて、患者 医療機関 行政

のそれぞれに対し提言を行った。

　また、他の病院での取り組みへの参考

として、通常実施が困難な患者を含めた

アンケート調査の手引きを作成した。

　市立福岡市民病院のアンケートでは入

院患者、医師、看護師だけでなく、事務

職員、派遣職員を含めた関係者からの意

見聴取を行い、医療スタッフだけでは気

付かないような事例が数多く得られた。

　調査 分析結果より、患者自身は病院

の危険性および自らが医療チームの一員

であるとの認識を持つこと、また医療機

関は積極的に 患者参加の事故防止」を

導入し、患者が行うべき具体例の提示や

環境づくりを行うべきこと、そして行政

は、こうした取り組みをバックアップし、

公立病院を 患者参加の事故防止」の導

入に先鞭 せんべん）をつける場として位

置付けるべきこと等を提言した。

　 担当 嶋崎明寛 研究員）

研究機関：㈶比較法研究センター

（京都府）

　 研究の発展による生命科学分野

の著しい進歩に対して、社会システムの

対応の遅れは生殖補助医療やクローン技

術分野にとどまらない。本研究では、発

展する 研究の諸成果と関連する生

命倫理や法対応を、統合した学際的研究

から具体的な問題解決モデルを導き出す

ことで、近代法の基本前提に代わる法基

盤を模索した。

　そこでは、まず 問題を｢健康｣

｢病気｣｢生きる｣の三つに整理し、次

に問題を法的に論ずる際に必要となる

･ ゲノム ･ 胚 はい）･ 細胞な

どを ミクロ生物体」と総称して、人と

モノの二分法しかない近代法に新たな概

念導入の必要性を説いた。

　本研究の特徴は 生きる」問題に焦点

を当てた 遺伝子情報ガイド設計」の提

言といえる。具体的には、生活習慣病

などの改善可能な病気に対し情報提供

の 積極ルール」を採用して、情報デー

タベースから自己の意志による情報の収

集 学習を可能としていく。一方、治癒

不能な単一遺伝子病などは自己の情報か

ら本人を隔てる選択を取るべきことが多

く、知らない権利、つまり 消極ルール」

を採用するなど、慎重な情報管理が必要

であるとした。

担当 安田浩之 研究員）
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研究機関：㈳中国地方総合研究センター

（広島県）

　本研究においては 循環型地域づく

り」の目標とするイメージを確立する

こと、またそのプロセスモデルの構築

が強く求められているとの認識に基づ

き、地域の循環性評価や地域づくり実施

のツールとしての環境評価ツール

）を中国地方

の中山間地域において使用し、その実証

的な検証を試みている。

　結果、日本版 中山間地域向け）

ツールとして 気付き」検討」取り組み」

の三つのステップからなる 循環型地域

形成プロセスモデル」を提案した。

　さらに 循環型地域づくりイメージ」

将来イメージ）として次の二つの提案

を行った。

　まず 循環型地域として必要な構成要

素」として、行政区など既存組織を活用

した住民自治強化、総合的な循環性の発

揮、地域に対する愛着性 土着性の醸成、

地域が持つ地域個性 オリジナリティ）

の発揮等の項目に注目した。

　次に、ピラミッド型の圏域から、小さ

な個性ある自律的なコミュニティによる

ネットワーク型の圏域へと整備すること

が、循環型地域の空間要素として重要で

あることを提言した。

担当 藤澤武明 研究員）

研究機関：㈶神戸都市問題研究所

（兵庫県）

　多様化 複雑化する地域の公益 共益

サービスの供給にあたって、行政 企業

市民セクターそれぞれ単独では、十分に

対応できなくなっている。そのため 行

動原理」の異なる各セクターが連携する

ことにより、相互の 弱み」を補完し、

さらには相乗効果を発揮することで、新

たに社会的 経済的に対応することが求

められる。

　本研究では、新たな公益 共益ニーズ

に継続的に対応することが可能な新しい

システムの担い手となる セクター像」

として、地域に根差した既存の各セク

ターが効果的に連携した 地域連携型セ

クター」のあり方を見いだし、推進方策

等を提言することを目的とした。

　研究方法として、市民活動団体、自治

体、地域住民を対象にアンケートを行い、

地域連携の現状 課題等を把握して、そ

の発展型としての地域連携型セクター創

設 推進に向けた提言を行った。具体的

には、同セクターの組織整備 地域代表

制）、人材確保 育成機関整備）、財源確

保 総括補助金創設）、活動場所確保 公

的施設の拠点化）など、地域連携型セク

ターが効果的に公益 共益活動を行うた

めに必要な新たな制度のあり方等につい

て提言した。

担当 安陪和雄 主任研究員）

研究機関：㈱西日本科学技術研究所

（高知県）

　行財政運営が行き詰まりを見せる中、

官民協働の現況を把握しその課題を明ら

かにすることで、それぞれの主体が持て

る力を十分に発揮できる社会 新しいコ

ミュニティ」のあり方について研究を行

い、その仕組み作りについての提言を取

りまとめた。

　｢新しいコミュニティ」とは、地域再

生に求められる官民協働を現状よりさ

らに実践的に進め、本質的なパートナー

シップが構築される地域の環境やあり方

を想定したもので、地域特有の課題に対

して 民」が公共性を担いつつ新しい価

値創造を行う取り組みをも包含する概念

である。本研究では、恊働推進の事例と

して ぷらっとこうち」や 公益活動支

援ファンド」等の分析を通し、官民恊働

のあり方として次の三つを提言した。

１協働に望まれる考え方と取り組み

官民双方が情報を受発信できる仕組

み作り

協働コストに対する意識変革と社会

コスト低減の仕組み作り

自己責任」の意識醸成と官民双方の

説明責任の明確化

２ 個」の参加を促す仕組み作り

３社会的価値創出のための協働と可能

性

担当 小泉哲也 主任研究員）
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研究機関：NIRA 自主研究〕

研究期間：2004.4～2005.3

　グローバル化がさらなる進展を見せ、

さまざまな分野での相互依存が深まる中

で、国際社会が直面する課題に対しても

グローバルな連携がますます求められる

ようになっている。一方、国連を含め世

界政府は存在しないと考えられてきたグ

ローバル ガバナンスにおいて、米国が

いわば 擬似グローバル ガバメント的

存在」として、強い影響力を示している。

こうした中で新たな国際秩序の指針と道

筋を見いだすことが、今後の国際社会の

安定にとって喫緊の課題となっている。

　本研究では、グローバル ガバナン

スのカギを握る米国の対外政策、その決

定要因となる国内情勢を分析し、米国が

単独行動主義的ともいえる動きを強めて

いる背景ならびに今日のグローバル ガ

バナンスにおける米国の役割の現状と課

題について考察する。また、アフガニス

タンやイラクといった事例が提起してい

る混乱国家とそこへの介入の問題を踏ま

え、今日の国際社会が直面する 新たな

脅威」にどのように対応すべきかを追究

する。その上で、新たなグローバル ガ

バナンスのあり方、および日本の役割に

ついて提言を行う。

担当 平井照水 主任研究員）

研究期間：2004.4～2005.3

研究機関： ㈶関西情報・産業活性化セン

ターほか  （大阪府ほか）

　地方自治体における情報化施策は、よ

り地域の活性化に資するソフト施策への

転換が迫られている。一方、自治体合併

や生活圏の拡大、住民意見の多様化等に

より、まちづくりのための地域住民の意

思把握が困難になっている。

　そこで、本研究では、阪神広域地域

市 町）をフィールドとし、都市にお

ける 情報通信技術）基盤を活用し

た広域行政に着目した上で、住民や企業、

等のニーズを広く取り入れた形で

の広域公共サービスの展開を支援する仕

組みについて検討を行う。

　具体的には、民間企業において

顧客ニーズ把握に用いられる

）の手法を応用し 地域の

ニーズを反映し、広域施策に反映する機

能」 地域 と仮称）の必要性や実現

方策を導くことを目的として、既存の広

域情報ネットワークを活用しながら、ア

ンケート、ヒアリング等を行う。調査

分析結果より 地域 」を踏まえた具

体的な広域プロジェクト、 を活用し

た官民連携の活性化策等の提案を行う。

担当 嶋崎明寛 研究員）

～ ～

研究機関：㈶福島経済研究所　（福島県）

　平成 年に介護保険制度が実施され、

平成 年度からは保険料の改定を伴う

第二次運営期間が始まった。しかしなが

ら、介護サービスの適正な第三者評価シ

ステムは皆無といってよい。

　本研究の目的は、日本において先駆

的かつ本格的な介護サービス第三者評価

システムを福島県から生み出すことにあ

る。その際、施設介護を経営する事業

者、訪問介護事業所などを区分して、異

なる介護サービスの種類を考慮するとと

もに、介護サービスの質やコストも明確

になる評価シートを作成する。

　また、介護サービスの供給側 需要側

の双方向から、その質と量を体系的に評

価する。

　本研究は、まず介護保険制度に関する

一般的な基礎研究、および福島県内市町

村における介護サービス事業者の実態把

握から始める。次に介護サービスの実情

を反映した評価シートの作成を行う。そ

の評価シートに従って、積極的かつ大胆

に福島県内市町村における介護サービス

事業所の格付けを試みる。

　本研究の評価システムは、要介護者の

需要に合った質の高い介護サービスの供

給パターンを明らかにするとともに、要

介護者の効用を高める介護サービス需給

システム確立への道標となると考える。

担当 永佳甫 研究員）
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研究機関：日本福祉大学 知多半島総合

研究所 （愛知県）

　知多半島の経済は、全国トップレベル

の畜産業をはじめとして、これに農水産

業を加えた第一次産業や、製造品等出荷

額で見た場合の第二次産業において、国

内 番目の県に相当する規模である。

　一方、当該地域内外で現在進められて

いる中部国際空港や国際博覧会 愛 地

球博）等の大型プロジェクトが、同地域

に大きなインパクトをもたらそうとして

いる。しかし、その豊かさゆえに外部か

らのインパクトに主体的に取り組むこと

ができないという問題を抱えており、同

地域には自然 歴史文化 産業 人的資

源の有機的なネットワーク化、それを意

識した主体形成などの総合的な政策提言

が求められている。

　本研究では、持続可能な社会を環境

）、経済 ）、教育

学習活動 ）、公正性 ）

という四つの 」からなる総合的なも

のとしてとらえる。そして、この四つの

」が互いにどう影響を及ぼし、生かし

合っているかといった相互関係を地域研

究とその解析を通して明らかにする。そ

の上で、これからの知多半島の進むべき

方向性、それを支える市民 行政 事業

者の主体的な関与のあり方について、実

証的に明らかにするものである。

担当 藤澤武明 研究員）

研究機関： ㈱地域計画医療研究所

（京都府）

　市町村による地域福祉計画の策定にお

いては、地域福祉への住民参加が重要な

柱の一つとして考えられている。地域福

祉計画策定の目標は、住民の身近な小地

域でのセーフティネットの確立であり、

行政や民間の専門的サービスと住民自身

の支援の適切な組み合わせによる小地域

ケアシステムの形成である。しかしなが

ら、地域福祉への住民参加のあり方、支

援の仕組みづくりといったことに関して

は、その十分な道筋が必ずしも示されて

いるとはいえない。この住民参加型の地

域福祉の場として 小地域福祉交流サロ

ン」に注目し、その現状と可能性を探る

ことが本研究の目的である。

　本研究ではまず、地域福祉計画と制度

上の 地域ふれあいサロン」の問題点を

整理し、新しい 小地域福祉交流サロン」

の特長を整理する。その上で、 コーポ

型福祉交流サロン」活動の追跡調査を中

心に、自宅開放型、 法人事業型等の

さまざまな小地域福祉交流サロンの実態

調査を行い、サロンを拠点とした小地域

での住民参加型地域福祉活動のあり方に

ついて提言する。さらに、小地域自立支

援システムの構想を検討しながら、地域

福祉計画を真に住民参加の計画とするた

めの方策について提言する予定である。

　 担当 辻　明子 研究員）

研究機関：㈱地域計画建築研究所ほか

 （京都府ほか）

　平成 年の合併特例法改正以降、平

成 年 月 日までに の新市町が

発足した。さらに、 市町村のうち

市町村において の法定協議会が

取り組みを行っている。

　しかし、多くの地域が限られた時間

の中で膨大な協定項目の調整や新たな都

市像の構築等を進めざるを得ない状況に

あったことから、具体的な地域経営の諸

課題を詰め切れずに合併を迎えようとし

ている。

　その一方、合併プロセスにおける集落

の立ち上げなど、独自の地域経営

の仕組みづくりの事例も見られるが、こ

れらの経験の普及や教訓化も不十分な状

況である。

　従って、合併後の地域経営の課題や

あり方に関する論点、あるいは先行して

いる取り組み事例などを幅広く集約整理

し、今後合併に着手する自治体への情報

提供も含め、合併後の円滑な地域経営へ

の活用を図ることは、今後のわが国にお

ける地方自治の創造的発展にとって重要

な意義を持っている。

　本研究は、市町村合併後の地域経営の

あり方について、地域ガバナンスと地域

振興に焦点を当てて提言を行うことを目

的とする。

担当 安陪和雄 主任研究員）
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出 版 案 内

　本報告書は、 が米国の有力政策研究機関であるアー
バン インスティテュート ）と共同で研究を行った 高
齢化社会の政策優先性に関する研究̶日米共通の視点から」
の成果のうち の研究者による論文を 本収載している。
　第 論文では、 年代以降の米国の財政赤字削減の努力
の軌跡を検証し、国民の間の財政赤字削減の合意を背景に予
算策定方法をいかに工夫したかが描かれている。第 論文では、
米国の予算策定を支える調査機関の紹介 分析に加え、そう
した機関を日本でも設立する可能性が検討されている。最終
論文では、高齢化がもたらす経済的インパクトを年金や医療
などの個別の施策や社会保障制度の問題としてではなく労働
供給の減少という経済全体の視座から分析している。高齢化
を単に勤労世代の高齢者扶養負担の増加としてではなく、勤
労可能な後期中年層の出現としてとらえることを求めている。
　これら諸論文の検討の視点は、わが国社会が高齢化に適応
していく上で有益な示唆を多く含むものといえよう。

　本報告書は、 とアーバン インスティテュート ）
が共同で行った 高齢化社会の政策優先性に関する研究̶
日米共通の視点から」の成果の大半を収めたものである。こ
の研究では、政府の予算策定過程や年金、介護など高齢化に
対処するための政策に関する日米双方の視点からの分析に加
え、わが国の政策形成をより高度にし、中期的課題である構
造改革をいかに公的分野でも推進していくかについての議論
も行われた。
　政策の形成やその検証 評価を国民に対して説得的な形で
行っていくキャパシティを向上させることは、今後の日本に
おいて、政策に対する国民の信認を獲得していく上で不可欠
である。本報告書にはそのようなキャパシティを高めていく
観点から、中立的主体による調査の役割や公会計情報の重要
性、基本的なデータの集積と利用可能性の向上、政策評価手
法の普及などが提唱されている。また、プログラム評価の手
法に関する説明を収めた を添付する予定である。

　本書は慶應義塾大学 プロジェ
クト）と の共同研究の一環とし
て 」と題し、
年 月末に で開催した 日間

にわたるフォーラムの英語による報告と
討議内容を基に構成されている。
　本書では、① 制度と組織の最適化」
② 市場の機能」③ 法規制システム」
といった三つのキーワードを軸に、各分
野における第一人者とそのパートナー
シップにより、戦略的 実際的な提言と議
論が展開されている。日本経済社会再生
のための基本的要素のレビュー資料とし
て活用できる内容となっている。

●Naoyuki Yoshino, 
Shigehito Inukai and
Nobusuke Tamaki eds.
●６月下旬発行予定
●A５判・210ページ
●定価：3,600円（税込）
●慶應義塾大学出版会 刊

＊本書は書店にてお求めください。

『 』
　 年に発行した月刊 政策
研究』の 月号では、 と慶應義
塾大学が共同で行った

」での報告 討議内容につい
て、各発表者により再度構成された論文
和文）を収載しています。
　

』と併せ､ご活用ください。

●2003年８月25日発行
●A４変形・90ページ
●定価：1,050円(税込)

■お問い合わせ先
　企画広報課
　TEL.03-5448-1735
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新しい都市の時代―都市が文化をリードする
　 都市」は歴史や文化の記憶装置であ
るといわれる。また、グローバル化の潮
流の中、都市はヒトやモノ、文化、価値
観などをめぐる、さまざまな有形 無形
の越境的な現象が日常的に生起する場と
して、同時に未来に向けて無限の可能性
に開かれた空間として存在する。
　都市の今日的特徴はそれだけに尽きな
い。 世紀に入り、前世紀の 国家の時
代」に代わって 都市の時代」が着実に
到来しつつある。都市の時代を迎え、分
権化が一層進展する中で、今後は都市が
国家を越えたアクターとして台頭し、社

会 経済システムの大きな変革のうねり
を先導していくことになるであろう。
　では、過去の記憶を糧に現在を創造し、
常に新しい未来を紡ぎ続ける都市という
舞台で、今、何が起こっているのであろ
うか。本特集では、越時代的かつ越境的
な文化 文明のダイナミズムに着目しな
がら、都市の現在にアプローチし、新た
な胎動と展開を見いだすことを試みる。
　文化 文明の視点が重視される理由は、
それが、人間の尊厳をないがしろにしか
ねない機能主義や、極端な経済合理主義
を克服し、 ソフトパワー」と呼ばれる

ような、より豊かなオルタナティブを提
示し得る能力を秘めているからである。
このような文化 文明の潜在力を認識し
て、十分に生かすことこそが、都市の時
代におけるソーシャル ガバナンスを構
築していく上で、重要なカギとなるであ
ろう。
　こうした問題意識に基づき、本号では、

の都市研究に関するプロジェクト
から得られた知見と歴史的視点を踏まえ
て、都市におけるさまざまな取り組みと
最新の動向を紹介し考察する。
担当 飯笹佐代子 主任研究員）

主任研究員　飯笹佐代子

　『都市の時代』の文化とガバナンスを語る」
㈱資生堂 名誉会長　福原義春

理事　澤井安勇

慶應義塾大学 大学院 政策 メディア研究科 教授　三宅理一

　１．都心文化の構築
㈶大原美術館 館長　高階秀爾文化審議会 会長　　　　　

　２．都市景観と現代の創造をいかに両立させるか
　 パリの場合

パリ市 都市計画局長　カトリーヌ バルベ
　３．京都・日本の歴史的都市における景観保全と創造

東京工業大学 大学院 理工学研究科 教授　仙田　満
　４．多焦点都市東京と文化拠点の展開

建築家　槇　文彦
　５．文化財の利用 記憶とプロジェクトのはざまで

ナンシー都市共同体 副議長　ダニエル グランジャン国立ナンシー建築大学 学長　　　　　　　　　　　　

ジャパンフェスト日本委員会 事務局長　古木修治

ニューヨーク大学 行政研究所 上席研究員　青山公三

横浜市 文化芸術都市創造事業本部 創造都市推進課 担当課長　野田邦弘

明星大学 人文学部 教授　渡戸一郎

理事　澤井安勇

　 商店街における景観形成 会津若松市七日町通り」
福島県 東京事務所 主幹　塚原啓史

　 住宅都市における景観形成とまちづくり 東京都国立市」
国際協力機構 企画 調整部 事業評価グループ グループ長　三輪徳子

タイトル、執筆者等に変更がある場合もございますのでご了承ください。
本誌は、NIRAの研究成果の中から特定テーマを特集して紹介する月刊の研究誌です（定価1,050円）。
年間購読（12冊11,000円）も受け付けておりますのでご利用ください。
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■NIRAニュースお問い合わせ先

◆　NIRAへの寄付のお願い　◆
　 は出資 寄付による基金の運用益により
研究活動を行っています。このたび、財務基盤を
一層強化するため、個人や団体からの寄付をお願
いする制度を創設しました。詳細は をご覧い
ただくか、総務企画部財務課までご照会ください。

● 3～4月受付分 （敬称略）
山路通夫、石川和雄、小林きよ、山下道子、㈶都
市化研究公室理事長 光多長温、岩瀬忠篤、三浦
靖二、関　言行、㈱アーバンプランニング研究所、
星野進保　ほか 人 団体

●研究報告書のご利用方法●
　NIRA研究報告書は、政府刊行物サービスセ
ンターおよび官報販売所にて販売しています。
また一般書店でも取り寄せができます。なお、
助成研究の報告書を入手されたい方は、直接、
それぞれの研究機関へお問い合わせください。
　助成研究報告書を含め、NIRA関連の出版物
は、NIRAおよび各都道府県・政令指定都市の
中央図書館で閲覧できます。
　ご不明の点は、NIRA企画広報課
（TEL.03-5448-1735）にお問い合わせください。

政府刊行物サービスセンター（国立印刷局直営）
１．NPM手法の地方自治体への導入   2,100円
２．ベンチマーキング手法の地方自治体への導入   2,100円
３．シンクタンク年報 2004   5,250円
４．公的部門の開かれたガバナンスとマネジメントに関する研究   2,100円
５．中国のエネルギー・環境戦略̶̶北東アジア国際協力に向けて   1,890円
６．ベンチマーキングの導入によるアーバン・マネジメントの改善   2,100円
７．社会資本整備の透明性・効率性向上を目的とした
　　三者構造執行形態導入の必要性に関する研究   2,100円
８．シンクタンク年報 2003   5,250円
９．高齢者の生活資金確保のための居住資産の活用に関する研究   2,100円
10．北東アジア エネルギー・環境共同体への挑戦   1,890円

お問い合わせは、NIRA政策研究情報センター
（TEL.03-5448-1740）まで。

　 年 月から カ月にわたり開催した
公共政策研究セミナー」の報告書を

発行しました。 まちづくりと政策形成－景
観 環境分野における市民参加の展開と課
題－』と 教育の制度設計とシティズンシッ
プ エデュケーションの可能性』の 冊構
成となる報告書は、ケーススタディを中心

に、研究指導講師やグループコーディネー
タからのアドバイスを受けて、セミナー
参加者が分担執筆したものです。どうぞ
ご活用ください。
　また、同報告書は ホームページ
にても公開しています。

　 月 日、 ではかねてから交流
のあったマカオ経済学会 崔世昌会長）
の総勢 人に上る日本訪問団との学術
交流会を開催した。
　日本とマカオの経済交流や観光振興な
どを議題とした今回の交流会は、同学会
の日本への学術訪問の一環として開催し
たものである。
　交流会では、まず、同学会からマカ
オの中国返還後の経済の現状として、日
本や大陸との関係重視政策、経済にお
けるカジノの役割などの報告があった。

からは塩谷理事長が 日本は何を
バネにして発展してきたのか」として、

日本経済の発展は 多元性』からきたも
のだが、現在はそれが失われている」と
の講演を行った。その後、日本の構造改
革や規制緩和などについて、熱心な議論
が行われた。
　交流会の最後には、今後も とマ
カオ経済学会とのより一層の学術交流の
促進を確認し、会議を終えた。
　マカオ側の主な出席者は、劉本立理
事長､楊道匡副理事長、簫志偉監事長。

崔世昌 会長（左）と塩谷NIRA理事長（右）


